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その１　横浜市財政の現状

岡本　坦

１ 地方財政の現況

昭和47年度の地方財政は，景気の後退により地方

税，地方交付税等の伸びが著しく鈍化する反面，

人件費，公債費，扶助費等の義務的経費の増加に

加え，国家予算における景気浮揚策としての公共

事業の拡大に伴う地方負担の膨張をはじめ各種新

規施策による財政需要が増大ナることにより,地

方財政計画策定上約7,000億円の財源不足が見込

まれました。

この対策として，国の一般会計からの臨時地方特

例交付金1,050億円，交付税及び譲与税配付金特

別会計の資金運用部資金1,600億円の借入れ，財

源対策としての特別地方債3,500億円等により措

置することとされました。

これらのうち臨時地方特例交付金は地方制度調査

会の地方交付税率の引上げの答申に対し，交付税

率の引上げは行なわず47年度の単年度措置として

国の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会

計へ繰入れることとされたもので，他の二点は地

方財政としてはいずれも借金であるので，後年度

に負債を残すものでありますが，国においては47

年度後半から景気が上向き, 40年度不況の時のよ

うに急速に回復し，地方財政も好転するという前

提めもと比おいてなされた措置であります。

しかしながら，今回の不況と40年度当時とでは通

貨調整等により経済環境が著しく変化しておりま

すので，いまのところ現時点における年度後半の

経済の動きについては必ずしも楽観できるもので

はないと思います。

戦後の地方財政は慢性的な赤字状態をつづけ，昭



和25年のシャウプ勧告に基ずく税制改正，昭和29

年の地方交付制度の創設，昭和30年の地方財政再

建促進特別措置法の制定及び経済成長等により，

昭和34年度にようやく全地方団体合計額で黒字の

決算＜昭和30年度，31年度において再建債423億住

円の発行，その他特別債の措置を行なったことに

より，形式的には昭和31年度から黒字となったが

この再建債の未償還額を含めて黒字となったのは

昭和34年度である。＞を行なうことができ，その

後は比較的順調に推移したのであります。

その中においていわゆる40年不況の時点では国の

地方財政対策として，昭和40年度は,国税の減収に
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伴う地方交付税の減収分を国の一般会計で補てん

する措置をとり，昭和41年度においては,約2,500

億円の財源不足に対し地方交付税率の引上げ＜国

税三税の29.5％から32％へ＞，臨時地方特例交付

金465億円，特別事業債1,200億円く元利償還金を

地方交付税に算入＞等によっで措置されました。

しかも景気は41年度に入り急速に回復し，実質経

済成長率が11.4％となったため，地方財政は好転

しその後昭和45年度まで好調な決算をつづけまし

た。

昭和46年度においては不況対策としての国の公共

事業の大幅追加等による地方負担及び政策減税に

表1-昭和47年度地方財政計画<単位：億円＞



よる地方交付税め減額,地方税の減収等合計5,031

億円の地方財源不足額に対し，臨時地方特例交付

金528億円，交付税及び譲与税配付金特別会計の

資金運用部資金の借入れ1,296億円及び地方債の

増額2,682億円等の措置がとられましだ結果,かろ

うじて収支均衡を維持するものと考えられます。

このような情勢の中で昭和47年度について考えて

みますと，地方財政の規模が著しく拡大している

点，財源不足対策が実質的には後年度に持越され

た点，経済環境に差がある点等から未曽有の財政

｢危機に直面しているといえます。まだ，財政環境

の変化としては，地方財源が不足の状態にあって

も，減税を行なわざるを得ず，歳出面では経済成

長優先主義に置き忘れられたといわれる人間性尊

重の要請から，生活関連社会資本の整備，公害対

策，交通安全対策等，次々に新たな財政需要が提

起されています。以上横浜市の財政の現状を説明

する前提として，地方財政の現況を概略申し上げ

ましたが，昭和47年度は国，地方を通じて財政面

の試練の年であると考えています。

横浜市の財政のうごき

戦災により壊滅的な打撃を受けた本市は，人口に

おいて100万人を越えていたものが昭和20年には

60万人に減少するとともに，接収等により市税収

入は著しく減少し本市の財政は苦難の道をたどっ

たのであります。

昭和20年代は，想像を絶するインフレの進行によ

り，財政規模は内容を伴わない金額だけの著しい

膨張をつづけましたが，この中において戦災復興

事業を推進するほか新制中学，警察,消防の移管

等次々と新しい制度が実施されることに伴う財政

需要に対処するため，本市財政は慢性的な赤字に

悩まされたのであります。しかしながらこの時代

においても，市民に明るさと潤いを提供する施設

として野毛山動物園の開設，三ツ沢公園の開設も

行ないました。昭和30年代に入り，本市の累積赤

字も昭和29年度の12億1,461万余円をピークに徐

々に減少し，特に昭和30年に地方財政再建促進特

別措置法が施行されたことに伴い，本市は，法の

適用は受けなかったが，昭和31年度から自主再建

を進め，ついに昭和33年決算において,6,600万円

の実質収支における黒字を計上し，11年に及ぶ赤

字財政を脱却し，健全財政を確立したのでありま

す。

しかしながら，この健全財政という表現が必ずし

も正確ではないことば，本市の財政面の数字上は

黒字になりましたが，行政面について考えると，

戦後の一貫しだ財源不足のため，都市施設の整備

について，かなり消極的にならざるを得ず，その

結果，道路，下水道，公園，清掃施設等あらゆる

面でその欠陥が露呈した。

また，これに加えて，昭和35年頃より，本市の人

口の増加が著しくなり人口急増が都市施設の未整

備の地域に集中するため，本市の公共投資の方向

が立遅れた施設の水準の引上げと人口急増対策と

しての義務教育施設等の整備の双方に分散せざる

を得ない状態となった。

昭和30年代の後半は経済が短期的な景気調整はあ

っだもののいわゆる民間設備投資に主導された高

度成長をつづけ，国，地方を通じ，財政構造は著

しく改善され，本市においても昭和30年度の普

通会計決算における人件費の割合38.6％,投資的

経費の割合24.2％が,昭和39年度は人件費24.3％,

投資的経費40.6％と，投資的経費にかなりウェイ

トをかけることができるようになった。

このような情勢を背景に，昭和40年11月に横浜国

際港都建設総合計画＜建設計画，福祉計画＞が策

定され，また，六大事業の計画等が発表されだ。

２
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表２　　横浜市一般会計決算状況<単位　千円≫



３ 横浜市財政の現況 処している状況です。

横浜市の財政の現状は人口急増問題に集約される

といっても過言ではないといえる。人口急増の影

響は道路，上水道，下水道，清掃，教育，消防等

に強く表われ,現行の税財政制度においては,これ

らに要すこる膨大な財政需要のすべてを解決するこ

とは不可能といえる。更に人口急増は周辺地区に

集中しているため，行政サービスの点から，行政

区の再編成を行い，職員も増加せざるをえなくな

りました。

また，社会情勢の変化に伴ない，公害対策，交通

安全対策，都市交通対策等の新たな財政需要がお

こり，これらは大都市に典型的に表われ，他の大

都市も困難な財政運営を行なっている。

この結果，横浜市でも，すべての投資事業につい

て高い水準を維持することはできず，義務教育施

設等緊急に措置せざるをえないものに投資のウェ

イトがかかり，いろいろの事業分野で財源不足の

だめ投資を抑えざるをえなくなっています，

したがって，横浜市の財政現状は限られた財政の

中でいかにして市民生活の向上を図るかというテ

ーマが中心とならざるを得ず，他の指定市に比較

して低位の水準にある都市施設の充実，整備，及

び人口急増対策については，最大限の財政的努力

はするものの，必ずしも十全のものとはいいがた

い。これらに対しては，指定都市が共同して｢大

都市財政の実態に即応する財源拡充の要望｣とし

て毎年度，税制改正及び国庫補助制度の改善に努

力していますが，現時点での成果は充分でなく，

実態として計画を延伸せざるを得ない状況にあり

ます。

こういう状況の中で，本市は，現行財政制度で解

決できないものに対して，本市独自の制度を工夫

創設し，学校建設公社，開発公社，公共事業用地

費会計等の制度を積極的に活用し，都市問題に対

昭和47年度予算について

昭和47年度の本市予算は，一般会計1,469億5,496

万余円，特別会計1,873億8,485万余円，企業会計

1,046億7,444万余円で総計予算額は4,390億1,426

万余円に，純計予算く会計間の重複を控除したも

の。＞では2,762億3,886万余円となっています。

この予算のうち，一般会計についてみると，前年

度の６月現計予算額に対し,20.8％の伸び率とな

っており,国家予算の伸び21.8％,地方財政計画

の伸び20.9％に対し，若干下廻っておりますが，

47年度の経済情勢から判断すると，適正な財政規

模と考えています。

ただ，本市の実際の財政需要はこの規模で充分と

はいいがたく，不況による税収の伸びなやみ等に

よる歳入面の制約により，歳出も圧縮せざるを得

なかったといえます。

１・歳入予算について

歳入の中心となる市税につきましては,660億

9,354万円で，46年度６月現計予算581億6,446万

円に対して13.6％の伸びとなりますが,46年度決

算見込み額602億円に対しては9.8％の増額計上

にとどまりました。これは，景気後退により，法

人市民税の伸びがほとんど見込めないことが大き

な理由に上げられます。

また，地方交付税につきましても，国の法人税の

減収により，交付税総額がよこばいのため，臨時

地方特例交付金，資金運用部からの借入れ等によ

って，総額としては21.9％増＜沖縄分を含む。＞

となっていますが，大都市については，配分方法

において事業費補正＜交付税配分に動態的要素を

加味するために，公共事業の地方負担額等を算定

４
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する。＞を大幅に減ずるため,本市においては，

一応100億円を計上＜前年度６月現計予算105億

円＞しましたが，この確保もなかなかむずかしい

ものと考えています。

このように，一般財源は総額として69億9,457万

円の増額しか見込めないため，地方債への依存度

が高まっています。

すなわち，市債計上額は217億8,500万円で，前

年度6月現計予算100億8,320万円に対し，約②

倍になっており，依存度も14.8％と前年の8.3％

に比較すると大幅に増加しています。この市債の

うち,30億円は市税の減収補てん等のため，地方

財政計画上3,500億円か計上されたものを予定し

ており，この他に事業費の増大に伴うものとして

は，じんかい工場建設充当債31億6,100万円＜前

年度９億6,700万円＞，大黒ふ頭建設費充当債20

億8,500万円＜前年度１億6,800万円＞，消防訓練

センター用地購入費充当債10億円＜皆増＞高速鉄

道事業会計出資金充当債17億1,000万円＜皆増＞

等があります。

このように，昭和47年度は財源構成がかなり変化

しておりますが，財政運営上は，公債償還能力に

は充分の自信を持っておりまして，本市めように

急速に変化する都市において，新たにおこる財政

需要に対しては今後も積極的に市債を活用してゆ

くことが必要と考えています。

２・歳出予算について

本市の市政の二本柱としては「子供を大切にする

市政」，「だれでも住みたくなる都市づくり」が

あり,その具体的な方法としての歳出予算の基本

には中期計画，六大事業の実現があります。また

昭和47年度は，特に，急激な人口の増加と，これ

に対応すべき都市財源の貧困の中で，だれでも住

みたくなる横浜にするため，都市化に挑む５大戦

争を中心テーマにしました。

一方，事務的な面における基本的な考え方として

は，財政環境が近年になく厳しい情勢にあること

から，各事業の徹底的な再検討を行ない，積極的

な転換,打切り及び経費の節約を求めることとし

具体的な方法の一つとしては実施後10年以上経過

した事業については，再検討調書を提出する等の

方策を講じ，これらにより生じた財源を緊急に必

要な投資的経費に振向ける等の措置をとることと

しました。

以上の考えのもとに編成された予算は，一般会計

1,469億5,496万円で，経費別配分は,人件費に304

億334万円＜20.7％＞，物件費280億740万円く19｡

1％＞，単独事業費351億6,760万円＜23.9％＞，

公共事業費283億3,589万円＜19.3％＞，公債費91

億6,438万円＜6.2％＞，繰出金158億7,632万円

＜10.8％＞となっています。

これらの内容の主なるもの｣を説明しますと，人件

費については，人口急増の影響が強く表われる清

掃，消防，教育，区役所等の増員877人＜条例改

正＞があり，物件費については，生活保護費をは

じめとする扶助費が経済情勢を反映しており,74

億5,700万円＜15億5,400万円の増加＞となり，

中小企業金融対策としての貸付金等が22億2,700

万円〈５億円増＞，新たな施策として老人医療給

付費８億3,200万円，児童手当費6億3,6OO万円，

幼稚園就園奨励補助金9,800万円等があります。

投資的経費については,清掃施設整備として,塵芥

工場建設費＜旭工場360t/24h,港南工場600t/24h,

南戸塚工場1,000t/24h＞50億5,180万円＜前年度

18億6,600万円＞,埋立処分地費＜４ヶ所分＞８億

9,495万円，じんかい車両整備費２億589万円等

を計上し，義務教育施設整備としては，小学校建

設費＜700教室＞58億5,190万円，中学校建設費

＜231教室＞18億9,200万円，学校用地買収費＜30

校分＞36億2,200万円等のほか，講堂整備，プー

ル整備，老朽校舎改築等を計上しました。
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また，道路整備については，総額157億3,800万

円で生活関連道路から高速道路の整備までを行な

うこととしました。

これらのほか，新たな施設として第二児童相談所

建設，地区センター建設，老人医療施設建設，特

別養護老人ホーム建設，市民野外活動センター建

設，肢体不自由児養護学校建設等を行なうほか，

財源難にもかかわらず，市民要望の強い施設につ

いては積極的に計上を図りました。公債費につき

ましては市債発行額の増加に伴なって，対前年度

比34.2％増となりましたが市債発行の一つの標準

としての公債費比率＜標準財政規模に対する公債

費の割合＞においては9.1％であり，自治省にお

ける発行制限20％に比べ，相当の余力を残してい

るといえます。

これは本市の重点事業である下水道整備のための

繰出金73億2,000万円，六大事業の一つである地

下鉄建設のための繰出金28億2,000万円が主なる

もので，このほか横浜市立大学費合計，国民健康

保険事業費合計，交通事業合計等にも繰出してい

ます。

以上紙数の関係もありほんの主要事業についての

み述べましたが，詳細は，広報よこはま予算特集

号，予算概要等を参照していただきたいと思いま

す。

低下にむすびっけることは許されません。そこで

内部的には事業の転換，経費の節減等全職員の予

算執行に対する創意工夫を期待するとともに，国

に対しては大都市財源の拡充を要望し，更に国庫

補助制度に対しては超過負担の解消，法定補助率

の確保，高率補助制度の実現等を強く要望してい

かなければならないと思います。

＜財政局主査＞

その２　税源配分の現状と大都

　　　　市税源の拡充について

次に繰出金ですが，繰出金も対前年度比29.6％と

一般会計の伸び率20.8％を，大幅に上廻っていま

す。 はじめに

本市の首都圏における地理的条件から，周辺部に

おける宅地開発はめざましく，緑の山野をけずり

谷を埋め，北側斜面もおかまいなしに，まさに，

とどまるところを知らぬ勢いで続いている。これ

ら民間開発事業者による開発に伴って,上下水道，

清掃，学校，保育所，道路等の生活環境施設の整

備が緊急に必要となり，開発に伴う地価上昇によ

る用地費の増とともに，大都市財政を圧迫する要

因となっている。

しかし，このようにして生起する公共需要の充足

のために，市税として市の財政に反映されるもの

は，どうであろうか。

まず，土地の分合筆，地目変換，所有権移転等の

登記については，国税として，登録免許税がかか

り，土地家屋の取得に対しては，県税として不動

産取得税が，土地の譲渡による所得については，

長期＜３年以上保有＞譲渡所得であれば，国税と

岡部重之

１

３・おわりに

昭和47年度予算はすでに動き出している。財政環

境が非常に悪い上に，すでに医療費改定による追

加財政需要等が見込まれ，これに対する歳入の増

加は，現時点においてはほとんど見込めません。

したがって，予算執行方針における経常経費の10

％節減等年度当初から厳しい姿勢でのぞまざるを

得ませんが，財政状況の悪化を，市民サービスの
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